
株主各位

第11回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

●事業報告

従 業 員 の 状 況

会 計 監 査 人 の 状 況

会 社 の 体 制 及 び 方 針

●連結計算書類

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

連結計算書類に係る監査等委員会の監査報告書謄本

●計算書類

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

当社は、第11回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、上記の事項につきまして

は、法令及び定款第 16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.miyakoshi-holdings.com）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
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従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

35名 6名減

会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

興亜監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額

18百万円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

18百万円

（注）１．会計監査人の報酬等について当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、会計監査人から提出された監査計画の妥当性や適正性を確認し検討した結果、会計監査人の報酬等は合理的な水準であると

判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．重要な子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有す

るものを含む。）の監査を受けております。

３．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しており

ませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

（3）非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）を委託しておりま

せん。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当監査等委員会は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を

適切に遂行することが困難と認められる場合及びその他必要と判断される場合には、株主総会に提出する会計監

査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

会社の体制及び方針
（1）職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について取締役会において、

次のとおり決議しております。

① 当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

・ 法令及び定款、社内規程の遵守のみならず、企業の社会的責任を全うすることを目的として「宮越ホールディ

ングス行動規範」を策定し、実践する。

・ 取締役会は、定期的に取締役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について取締役に取締役

会で適宜報告させる。

・ 取締役は、職務分掌規程、職務権限規程、コンプライアンス規程等の社内規程の一層の整備を図り、取締役

及び使用人は、法令及び定款とともにそれらを遵守し業務を執行する。

・ 監査室は、社内業務が法令、定款、社内規程を遵守して行われていることを確認するため内部監査を実施す

る。

・ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした姿勢で対処し、これらの活動を

助長するような行為は行わない。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・ 取締役の職務の執行に係る文書その他の情報 （以下「職務執行情報」という。）は取締役会において定める

文書管理規程に基づき、適切に保存及び管理する。

・ 内部統制室は、職務執行情報を取締役が適宜閲覧できるシステムを構築する。
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③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ 内部統制室をリスク管理部門とし、関連部門と連携して当社グループのリスク管理に関する施策を立案、推

進する。

・ 内部統制室は、当社グループ全体のリスクを総括的に管理するとともに、その管理状況やリスク情報を取締

役会、コンプライアンスリスク管理委員会及び監査等委員会に適宜報告する。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 当社の各部門の機能、業務執行の範囲について職務分掌規程に定めるとともに、各業務の承認、決裁体制を

職務権限規程に定めることで、業務執行を担当する取締役の権限の範囲及び権限の委譲を明確にし、業務執

行の効率性を確保する。

・ 子会社においても、その規模等に応じて、当社の規程等に準じた職務分掌規程等の整備を行わせるものとす

る。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・ 当社グループ共通の行動規範を必要に応じて策定ないし見直すことにより、かかる行動規範の当社グループ

全体への周知徹底を図ることで当社グループにおける業務の適正の確保に努める。

・ 内部統制室は、関連部署と提携して当社グループの業務の円滑化を図るとともに、当社グループ管理体制の

整備を行う。監査室は、定期的に当社グループ会社の監査（業務監査、内部統制監査等）を行うこととし、

業務の適正化を推進する。

・ 当社グループ全体として「内部通報制度」を設け、当該制度の存在を周知徹底し、有効活用に努めることで

コンプライアンスの徹底を図る。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・ 当社は監査等委員会の求めに応じて、その職務執行に必要な場合は、監査室所属の使用人に補助を行わせる

とともに、必要に応じて監査室を中心として関係各部門がサポートする。

・ 監査等委員会の職務を補助するにあたり、監査室所属の使用人は、監査等委員会の指揮命令に従うものとす

る。

・ 当社は、当該補助にあたる使用人の人事異動、評価等については、監査等委員会の意見を踏まえたうえで行

うものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保する。

⑦ 当社及び子会社の取締役、使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするた

めの体制その他の当社の監査等委員会への報告に関する体制、及び当該報告をした者が当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・ コンプライアンスリスク管理委員会、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査室は、定期的に監査

等委員会に活動状況を報告するとともに、法令、定款に違反し又は違反するおそれがあると認識した場合は

速やかに監査等委員会に報告する。

・ 当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実につ

いては、これを発見次第、直ちに当社の監査等委員会に対して報告を行うものとする。

・ 当社グループの内部統制の部署は内部統制室とし、内部統制担当及び内部監査室の内部監査担当が、グルー

プ各社への指導、支援を実施する。また、内部統制担当及び内部監査担当は、グループ各社の内部統制の状

況をまとめ、定期的に当社取締役会及び監査等委員会に報告する。

・ 当社の監査等委員は、必要に応じて当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並

びに子会社の監査役に対して報告を求めることができる。

・ 当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑧ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償

還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・ 監査等委員がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払等の請求を

した場合、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 当社は、監査等委員会の監査に必要とする情報を適時、適切に収集できる体制を確保するため、監査等委員の

閲覧する資料の整備に努める。

・ 監査等委員会の監査に対する役職員の理解を深め、監査等委員会の監査の環境整備に努める。

・ 代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、当社の対処すべき課題、監査等委員会の環境整備状況、

監査上の重要課題等について意見交換を行う。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、「内部統制システムに関する基本方針」を定め、業務の適正を確保するための取組み方針として、会社

の事業内容、社会、経済環境の変化に即応し、継続的に内部統制システムの整備を図り、実効性のある内部統制

の運用に努めております。当事業年度の主な運用状況は以下のとおりです。

・ 主な会議の開催状況として、取締役会は13回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務

執行の適法性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役が全てに出席しました。ま

た、監査等委員会は５回、コンプライアンスリスク管理委員会は２回開催いたしました。

・ 監査等委員会は、監査計画に基づき会計監査人及び内部監査室、内部統制室から随時、監査状況等の報告を

受け、報告に基づき取締役会において意見を述べるなど、経営の健全性・透明性の向上を図る体制が構築さ

れております。

・ 当社は、コンプライアンス、内部通報に関する通報窓口としてコンプライアンスリスク管理委員会を設置し、

事業活動におけるリスクの低減を図るため、同管理委員会を２回開催し、都度、課題を提起・報告を行うな

ど実効性のある委員会を目指しております。

当社では、今後とも内部統制の運用に関し、基本方針の継続性を維持し、システムの見直しを行い、内部統制

システムの適切な運用を通して業務の適正を確保して参る所存です。

（3）株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については特に定めてお

りません。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針

当社では、株主の皆様への利益還元を経営の重要な施策の一つとして位置づけており、将来における企業成長

と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な利益還元を継続的に行うことを基本

方針としております。

当期の期末配当金といたしましては、１株につき５円の上場10周年記念配当を実施させていただく予定でござ

います。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ７社

クラウン株式会社

深圳皇冠（中国）電子有限公司

科浪（深圳）商務有限公司

深圳皇冠金属成型有限公司

CROWN PRECISION（HK）CO.,LTD.

皇冠投資管理有限公司

隆邦医葯貿易有限公司

上記のうち、隆邦医葯貿易有限公司は、2021年7月をもって解散し、現在、清算手続き中であります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない関連会社の数及び名称

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

クラウン株式会社を除く連結子会社６社は、いずれも12月31日を決算日としております。連結計算書類の作成

に当たっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について、連結上必要な調整

を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有 価 証 券……その他有価証券で市場価格のない株式等については移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法（在外連結子会社は定額法）

無形固定資産……土地使用権については使用年数に基づく定額法

長期前払費用……均等償却

(3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を個別に検討した必要額を計上しており

ます。

(4) 収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

主要事業であります不動産賃貸管理事業において、不動産賃貸契約の合意内容に基づき、顧客に対して水道

光熱等を供給するサービスを提供しております。この履行義務は、当該サービスを提供することによって充足

されるため、その供給に応じて収益を認識しております。その際、当社グループの役割が代理人に該当すると

判断した取引につきましては、顧客から収受した対価の額から電力事業者等に支払う額を控除した純額を収益

として認識しております。

なお、不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」が適用されるため、

「顧客との契約から生じる収益」の範囲外としております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債又は退職給付費用の処理方法

連結計算書類作成会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含め

ております。
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(7) のれんの償却及び償却期間

のれんについては、20年間の均等償却を行っております。

５．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の当連結会計年度の期首残高に与える影響はありません。また、当連結会計年度の連結

計算書類に与える影響もありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響

はありません。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（単位:百万円）

営業収益

不動産賃貸管理事業に付随する収入 21

顧客との契約から生じる収益 21

その他の収益（注） 1,386

外部顧客への売上高 1,407

（注）その他の収益は不動産賃貸収入であります。

２．収益を理解するための基礎となる情報

「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項 (4) 収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（会計上の見積りに関する注記）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

営業未収入金 323百万円

貸付金（短期貸付金を含む）13,368百万円

貸倒引当金 △198百万円

２．会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

営業未収入金、貸付金の債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を貸倒引当金として計上しております。貸倒引当金の算定に当たっては、債務者の財政状態及び経営成績、債権

の回収状況及び保全状況等に応じて分類した債権区分ごとに見積っております。但し、今後の経済情勢の変化や

新型コロナウイルスの感染拡大など、予測不能な事業環境の悪化等によって、事後的な結果との乖離が生じる可

能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

減価償却累計額

有形固定資産 2,409百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末日の発行済株式の種類及び総数

普通株式 40,014,943株

２．配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

決 議 株式の種類
配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 200百万円 ５円
2022年
３月31日

2022年
６月30日

利益剰余金

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、不動産開発事業に関して、投資計画に照らして必要な資金を増資や借入等により調達する

方針であり、短期的な運転資金は主に自己資金又は関係会社からまかなっております。一時的な余資は安全性

の高い金融商品で運用しており、デリバティブ取引及び投機的な取引については行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業未収入金は、不動産賃貸に係る未収家賃であり、顧客の信用リスクに晒されております。

長期貸付金は、保有債権を売却したこと及び資金運用として関連当事者に対し貸し付けたことにより生じた

ものであり、融資先の信用リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に関するリスク)の管理

営業債権については、契約時に信用調査を行い、預り保証金を収受するとともに、管理部門が取引先の状

況を定期的に把握し、経理部門が取引先ごとに期日及び残高を管理するなど継続的にモニタリングする体制

をとっており、それらを随時把握することによりリスクの軽減を図っております。

貸付金については、融資先の財政状態・経営成績を把握し、将来の傾向を分析するとともに、適時に返済

が行われているかを随時把握することによりリスクの軽減を図っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、

資金調達に係る流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。

現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 営 業 未 収 入 金 323

貸 倒 引 当 金 （※） △198

124 124 ―

(2) 長期貸付金（１年内回収予定を含む） 13,368 13,342 △26

資 産 計 13,493 13,466 △26

※営業未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。
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（注）金融債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

営 業 未 収 入 金 323 ― ― ―

長期貸付金（１年内回収予定を含む） 28 7,596 5,744 ―

合 計 351 7,596 5,744 ―

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業未収入金 － 124 － 124

長期貸付金（１年以内回収予定を含む） － 13,342 － 13,342

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

営業未収入金

営業未収入金の時価は、短期で決済されるため、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額から貸倒見

積額を控除した金額により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期貸付金（１年以内回収予定を含む）

長期貸付金（１年以内回収予定を含む）の時価は、債権の区分ごとに元利金の合計額を同様の新規貸付を行っ

た場合に想定される利率で割り引いた割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、中国深圳市において、賃貸用の事務所、工場及び宿舎（土地使用権を含む。）を有しておりま

す。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

959 60,365

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、中国深圳市政府認定の不動産鑑定会社による鑑定評価額であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 591円11銭

２．１株当たり当期純利益 16円46銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄 本

独立監査人の監査報告書

2022年５月31日

宮越ホールディングス株式会社

取 締 役 会 御中

興亜監査法人

東京都千代田区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 田 茂

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 恭

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、宮越ホールディングス株式会社の2021年４月１日から2022

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

宮越ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、

また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結

計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計

算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場

合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以上
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連結計算書類に係る監査等委員会の監査報告書 謄 本

連結計算書類に係る監査報告書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第11期事業年度における連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、その定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類について取締役等から報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号

に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）に従って整備している旨の

通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年６月３日

宮越ホールディングス株式会社 監査等委員会

監査等委員 田 村 幸 治 ㊞

監査等委員 宮 越 盛 也 ㊞

監査等委員 段 鳳 林 ㊞

（注）監査等委員田村幸治、宮越盛也及び段鳳林は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役

であります。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

有 価 証 券

子 会 社 株 式……移動平均法による原価法

２．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を個別に検討した必要額を計上しており

ます。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

３．収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約束した財又はサ

ービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し

ております。

当社の収益は、子会社からの経営指導料及び受取配当金であります。

経営指導に関する契約においては、子会社に対する経営・企画等の指導を履行義務として識別しております。

当該履行義務は時の経過に伴って充足されるため、契約期間にわたって一定の均等額で収益を認識しております。

また、受取配当金については、会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」が適用されるた

め、「顧客との契約から生じる収益」の範囲外としております。

（会計上の見積りに関する注記）

債権の回収可能性

当事業年度末における関連科目の金額は、貸借対照表に記載のとおりであります。

当該内容の理解に資するための情報は、連結注記表における同注記の内容と同一であるため省略しております。

（貸借対照表に関する注記）

関係会社に対する短期金銭債権 699百万円

関係会社に対する短期金銭債務 0百万円

関係会社に対する長期金銭債権 6,500百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引高（収入分） 475百万円

営業取引高（支出分） 2百万円

営業取引以外の取引高（収入分） 117百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 596株
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（会計方針の変更に関する注記）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を適用しており、当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

りますが、利益剰余金の当事業年度の期首残高に与える影響はありません。また、当事業年度の計算書類に与える

影響もありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10

号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．会社等

属性 名称又は氏名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社 クラウン㈱
所有

直接100.0％
役員の兼任

２人

配当金の受取 434 - -

貸付け
(注1)

500

短期貸付金 500

長期貸付金 6,500

利息の受取
(注1)

65
その他

（流動資産）
179

子会社
深圳皇冠（中国）
電子有限公司

所有
間接90.0％

役員の兼任
１人

経営指導業務の
受託(注2)

40
その他

（流動資産）
121

その他の
関係会社

㈱クラウン
ユナイテッド
(注3)

被所有
直接38.7％

役員の兼任
２人

経費等負担金の
受取(注4)

50
その他

（流動資産）
42

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注1）貸付金の金利につきましては市場金利等を勘案し決定しております。

（注2）経営指導業務の受託の対価につきましては双方協議のうえ合理的に決定しております。

（注3）当社代表取締役 宮越 邦正とその近親者が議決権の100％を所有する会社の100％子会社であるため、「役員及び

その近親者が議決権の過半数を所有している会社等（当該会社等の子会社を含む）」にも該当します。

（注4）企業誘致活動に関する人的支援を行っており、人件費及び諸経費等の実際発生額を精算したものです。

２．役員等

属性 名称又は氏名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

フォーシーズン㈱
(注1)

― ―
本社事務所の
賃借等(注2)

21
その他

(投資その他
の資産)

13

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注1）当社代表取締役 宮越 邦正の近親者が議決権の100％を所有しております。

（注2）本社事務所の賃借等の対価につきましては一般的取引と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 507円50銭

２．１株当たり当期純利益 9円97銭
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